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Ⅰ　サブリース住宅原賃貸借標準契約書（サービス付高齢者向け住宅）
　１．サブリース住宅原賃貸借標準契約書
頭書部分
（１）賃貸借の目的物
	建
物
の
名称
・所在地等
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	構造等
	　　　　　　　造　　　　　　　　階建　　　　　　　　戸

	
	 面　積
	 敷 地 面 積
 建 築 面 積
 延 べ 面 積
	  　　　             　　　㎡
                           ㎡
 　　　　　　　　　　　　  ㎡

	住戸部分
	 別紙「別表４住戸に関する事項」に記載の通り

	その他の部分
	 廊下、階段、エントランス、共有部分、事務所、デイサービス

	建物設備
	 ガ　　  ス
 上　水　道
 下　水　道
 エレベーター
 共聴アンテナ
 事務室

 (訪問)

（DS）

（サ高住）

 デイサービス
 その他
	 有(都市ガス・プロパンガス)・無
 水道本管より直結・受水槽・井戸水
 公共下水・浄化槽
 有・無
 有(BS・CS・CATV)・無
 有・無
 有・無
 有・無
 有・無

 有・無


	

	附属施設等
	 駐車場
 自転車置場
 物置
	 有（本契約の対象に含む・含まない）・無
 有（本契約の対象に含む・含まない）・無
 有（本契約の対象に含む・含まない）・無
 有（本契約の対象に含む・含まない）・無
 有（本契約の対象に含む・含まない）・無
	


（２）契約期間
	始期
	    　　　　　　年　　　　月　　　　日から
	             年　　　　月間

	終期
	                年　　　　月　　　　日まで
	


（３）引渡日
	                        年　　　　月　　　　日


（４）賃料等
	  　 　　賃　料
	    　　 支払期限
	    　  支　払　方　法

	賃 料
	             　円
	 　　当月分・翌月分を
   　毎月　　　日まで
	 振
 込
 又
 は
 持
 参
	振込先金融機関名：
預金：普通・当座
口座番号：
口座名義人：

	
	
	
	
	持参先：

	敷 金
	  　賃料　　　か月相当分
                      円


（５）賃料支払義務発生日
	　引渡日●ヶ月目（　　　年　　　月　　　日より）


（６）転貸の条件
	　 条件項目
	条件の有無
	                     条件の内容

	 転貸借契約に
 おいて定める
 べき事項
	  有
	　乙は、転貸借契約を締結するに際し、当該契約が転貸借契約であることを転借人に開示するとともに、本契約書第16条第１項に規定する内容を契約条項とすること。

	   契約態様
	  有・無
	 普通賃貸借契約に限る・定期賃貸借契約に限る

	   契約期間
	  有・無 
	

	    賃　料
	  有・無 
	

	    共益費
	  有・無
	

	    敷　金
	  有・無 
	

	転借人
	有・無
	

	その他
	　有・無
	


（７）和解合意に関する事項
	 裁判外紛争解決手続きの利用の促進に関する法律に基づき、
一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構に和解判断および裁定を依頼する。


  （契約の締結）
第１条　貸主（以下「甲」という。）及び借主（以下「乙」という。）は、頭書(1)に記載
　する賃貸借の目的物（以下「本物件」という。）について、以下の条項により、転貸することを目的とする賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結した。
　（契約期間）
第２条　契約期間は、頭書(2)に記載するとおりとする。
２　甲及び乙は、協議の上、本契約を更新することができる。
　（引渡日）
第３条　甲は、頭書(3)に記載する引渡日（以下「引渡日」という。）に、乙に対し、本物件を引渡さなければならない。
２　甲が、引渡日に本物件を引渡さなかった場合、その遅延により生じた乙の損害は、甲が負担するものとする。
  （使用目的）
第４条　乙は、改正高齢者住まい法によるサービス付高齢者向け住宅の居住のみを目的として本物件を転貸するものとする。
  （賃料）
第５条　乙は、頭書(4)の記載に従い、賃料を甲に支払わなければならない。
２　１か月に満たない期間の賃料は、１か月を３０日として日割計算した額とする。
３　甲及び乙は、次の各号の一に該当する場合には、協議の上、賃料を改定することができる。但し、本契約締結日より●●年間は賃料改定協議を行わないものとする。
　一　土地又は建物に対する租税その他の負担の増減により賃料が不相当となった場合
  二　土地又は建物の価格の上昇又は低下その他の経済事情の変動により賃料が不相当となった場合
  三　近傍同種の建物の賃料に比較して賃料が不相当となった場合
  （賃料支払義務発生日）
第６条　乙は、頭書(5)に記載する賃料支払義務発生日から賃料を甲に支払わなければならない。
  （敷金）
第７条　乙は、本契約から生じる債務の担保として頭書(4)に記載する敷金を甲に預け入れるものとする。
２　乙は本物件を返還するまでの間、敷金をもって賃料、その他の債務と相殺することができない。
３　甲は、本物件の返還があったときは、遅滞なく、敷金の全額を無利息で乙に返還しなければならない。ただし、甲は、本物件の返還時に、賃料の滞納その他の本契約から生じる乙の債務の不履行が存在する場合には、当該債務の額を敷金から差し引くことができる。
４　前項ただし書の場合には、甲は、敷金から差し引く債務の内訳を乙に明示しなければならない。
（転貸の条件等）
第８条　甲は、頭書(6)に記載する転貸の条件に従い乙が本物件を転貸することを承諾する。
２　乙は、前項の転貸の条件について、その遵守の状況を、甲の求めに応じ報告しなければならない。
３　甲が乙に対しモニタリング条件を指定した場合、甲の指定する一般社団法人日本高齢者居住安定化促進支援機構が甲に代わり、毎月の運営状況、入居状況、介護保険請求状況等を監査し、甲に報告する事に乙は同意しなければならず、乙は監査業務を妨害してはならないものとする。
  （乙の建物維持管理）
第９条　乙は、本物件を善良なる管理者としての注意をもって賃借する。
２　別表第１に掲げる部分の建物維持管理は乙の負担で行うものとする。
  （禁止又は制限される行為）
第10条　乙は、甲の書面による承諾を得ることなく、本物件の全部又は一部につき賃借権を譲渡してはならない。
２　乙は、甲の書面による承諾を得ることなく、本物件の増築、改築、移転、改造若しくは模様替又は本物件の敷地内における工作物の設置をしてはならない。
  （修繕）
第11条　甲は、次に掲げる修繕を除き、乙が本物件を使用するために必要な修繕を行わなければならない。
　一　別表第２に掲げる修繕
　二　乙が転貸するために必要として行う修繕
　三　乙又は転借人の故意又は過失によって必要となった修繕
２　前項の規定に基づき甲が修繕を行う場合は、甲は、あらかじめ乙を通じて、その旨を転借人に通知しなければならない。この場合において、甲は、転借人が拒否する正当な理由がある場合を除き、当該修繕を行うことができるものとする。また、緊急を要する場合には、甲は、乙又は転借人において修繕できることを容認するものとし、この場合、乙は、速やかに甲にその旨を報告しなければならない。
３　乙は、第１項各号に掲げる修繕を行うに際しては、その内容及び方法についてあらかじめ甲と協議し、乙の費用負担において行わなければならない。
  （甲の通知義務）
第12条　甲は、当該物件の登記内容の変更等、本契約の履行に影響を及ぼすものとして　別表第３に掲げる事由が生じた場合には、乙に対して、遅滞なく通知しなければならない。
  （契約の解除）
第13条　甲は、乙が次に掲げる義務に違反した場合において、甲が相当の期間を定めて　当該義務の履行を催告したにもかかわらず、その期間内に当該義務が履行されないときは、本契約を解除することができる。
  一　第５条第１項に規定する賃料支払義務
  二  第１１条第３項に規定する乙の費用負担義務
２　甲は、乙が次に掲げる義務に違反した場合において、当該義務違反により本契約を継続することが困難であると認められるに至ったときは、本契約を解除することができる。
  一　第４条に規定する本物件の使用目的遵守義務
  二　第１０条各項に規定する義務
  三　その他本契約書に規定する乙の義務
３  甲は、乙が次に揚げる行為を行ったときは、直ちに契約を解除することができる。

　一　監督官庁より立ち入り検査および是正指導、営業取り消し処分等をうけたとき

　二　差押、競売、滞納処分等を受け、又は銀行取引停止処分、破産その他信用不安が生じたとき

　三　入居者に対する虐待または暴行等の行為をおこなったとき

   （期間内の解約）
第14条　乙は、甲に対して少なくとも8月前に解約の申入れを行うことにより、本契約を解約することができる。
  （本物件の返還）
第15条　乙は、本契約が終了する日までに（第13条の規定に基づき本契約が解除された　場合にあっては、直ちに）、頭書(1)に記載する住戸部分のうちの空室及びその他の部分について、転貸借に関する通常の使用に伴い生じた当該部分の損耗を除き、第１１条第１項第三号に規定する修繕を行い、甲に本物件を返還しなければならない。
２　乙は、前項の返還をするときには、返還日を事前に甲に通知しなければならない。
  （地位の承継）
第16条　本契約が終了した場合には、甲は、転貸借契約における乙の転貸人の地位を当然に承継する。
２　前項の場合、乙は、転借人から預かっている敷金、賃貸借契約書、その他地位の承継に際し必要な書類を甲に引き渡さなければならない。
  （連帯保証人）
第17条　連帯保証人は、乙と連帯して、本契約から生じる乙の債務を負担するものとする。
  （協議）
第18条　甲及び乙は、本契約書に定めがない事項及び本契約書の条項の解釈について疑義が生じた場合は、民法その他の法令及び慣行に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。
（和解合意）

第19条　

１．この契約に関して当事者に争いが生じたときは、当事者は裁判外の民間紛争解決手続きの利用の促進に関する法律に基づき、民間紛争解決手続により解決を図るものとし、当該解決のため一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構に和解判断を依頼し、当該判断を最終のものとしてこれに従うものとする。

2.民間紛争解決手続に関する一切の事項は、一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構（http://www.jacmo.org/）の定める規則によるものとする。
3．前2項による民間紛争解決手続によっても、なお紛争解決に至らず、裁判手続に移行する場合、（当事者の一方）の住所地を管轄する地方裁判所を第1審の管轄裁判所とする。

（特約条項）
第20条　本契約の特約については、下記のとおりとする。
 別　表
別表第１＜第９条第２項関係：乙が行う建物維持管理＞
　＊サブリース事業を行うための原賃貸借契約の借主として、乙が行う共用部分の建物維持管理。
	共用部分の浴室設備、洗面化粧台、トイレ、キッチン

	等の共用部分とする。

	

	

	

	

	

	

	


別表第２＜第11条第１項・第３項関係：修繕の内容＞
	 畳表の取替え、裏返し

	 障子紙の張替え

	 ふすま紙の張替え


別表第３＜第12条関係：甲が乙に、遅滞なく通知しなければならない事由＞
	

	

	

	

	

	

	


別表第４＜住戸に関する事項＞
	住戸明細表
 （１）賃貸借の目的物
建物名称
建物所在地
 （２）住戸内の設備
 設　備　
 有無
 　　    　備　　　考
 エアコン一基
有・無
 バルコニー(１階は除く)
有・無
 オートロック
有・無
 システムキッチン
有・無
 フローリング床
有・無
 床暖房
有・無
 追焚き機能付風呂
有・無
 浴室乾燥機
有・無
 独立洗面所
有・無
 クローゼット又は１間収納
有・無
 大型下足入れ
有・無
 電話２回線以上
有・無
 宅配ボックス
有・無
有・無
有・無
有・無
有・無
 （３）住戸内訳
  間取り
 　　　面　　　積
 戸数
 　　    　備　　　考
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 
 壁芯・内法　　　　　　㎡ 



下記貸主（甲）と借主（乙）は、本物件について上記のとおり賃貸借契約を締結したことを証するため、本契約書２通を作成し、記名捺印の上、各自その１通を保有する。

平成　　　　年　　　月　　　　日

貸主（甲）　住所

　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

借主（乙）　住所

　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

連帯保証人　住所

　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

